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ごみ屋敷条例
関東学院大学副学長（法学部教授）

出石  稔

　豊田市が、いわゆる「ごみ屋敷条例」の制定を目指している。同市では、2015年８月に「ごみ

屋敷」が出火元となり４棟が全半焼する火災が発生し、市長が条例の制定を含めた再発防止対

策を表明していた。同年10月には、「（仮）豊田市不良な生活環境を解消するための支援及び措

置に関する条例素案」のパブリックコメントが行われるなど急ピッチで作業が進められている。

　ごみ屋敷条例の嚆
こう

矢
し

は、足立区が2012年に制定した「足立区生活環境の保全に関する条例」

である。その後、大阪市（2013年）、京都市（2014年）、郡山市（2015年）などで制定されている。

また、横浜市でも条例制定に向け検討が行われているようである。

　ごみ屋敷は、近隣の生活環境の悪化をもたらす深刻な環境問題であるほか、豊田市の事例の

ように防災上の問題も抱える。しかし、ごみと認識せず自宅に堆積し、それを財産と主張され

ると、廃棄物処理法などの法律の適用が難しい。そこで、「不良な生活環境」（京都市条例）など

と定義付け、ごみかどうかを問わず、住宅の所有者にこうした環境（ごみ屋敷状態）の解消を求

める「ごみ屋敷条例」が制定されるようになったということができる。

　ごみ屋敷条例は、空き家管理条例が原型となっているものと思われる。空き家管理条例は、

空き家の急増に伴い、所沢市が2010年に制定したのを皮切りに、少子高齢化・人口減少問題を

背景として400を超える自治体で制定された。管理不全な空き家を定義し、所有者に適正管理を

求めた上で、違反者に対して勧告、命令を経て代執行にまで及ぶほか、条例によっては即時強

制なども設けている。前述の自治体のごみ屋敷条例もほぼ同様の内容になっている。

　ごみ屋敷条例は空き家管理条例と背景においても似ている点が少なくない。現代社会の抱え

る問題の縮図であること、関連法を適用させることが困難で、法を適用できた場合でも十分な

効果が期待できないこと、条例を定める場合でも規制対象の特定が困難であることなどである。

　したがって、空き家管理条例と同様に、ごみ屋敷条例の制定が一気に全国展開が進む予感が

ある。

　ただし、マンションのごみ屋敷状態の占有区画、空き家ではないごみ屋敷、保安上危険な建

築物には該当しないごみ屋敷などは、空家対策特別措置法や建築基準法に規定される略式代執

行を使うことができず、一方、条例でこれを規定することができるかは慎重な検討を要する。

また、独力でごみを片付けられない高齢者などへの対応といった福祉的視点も欠かせない。地

域住民の協力による支援の在り方なども空き家問題と異なるごみ屋敷特有の課題である。

　筆者は、自治体の政策法務研修でごみ屋敷条例の策定を演習に組み込んでいるが、現実の自

治政策においても、ごみ屋敷対策が黎
れい

明
めい

期
き

である今、政策法務を駆使し、上記の課題を的確に

解決する優れた「ごみ屋敷条例」が制定されることを期待したい。
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多様性を尊重する
社会実現への
自治体条例施策の比較

鈴木  秀洋　文京区男女協働・子ども家庭支援センター担当課長／明治大学兼任講師

多様性を尊重する社会の実現（LGBT施策）について、昨今、先進的な一部自治体の報道がされ始めているが、
いずれの自治体においても、日々の業務において対応が必要とされる喫緊の課題である。
本特集では、「何

なん
人
ぴと

も」性的指向又は性的自認に起因する差別的な取扱いの禁止等を定めた
「文京区男女平等参画推進条例」の制定に関わった筆者に、同条例の法的根拠や特性及び
他自治体の施策、さらに取組の具体化・実効性確保について論考いただいた。

１　前提としての用語の確認

　LGBTという用語が新聞、雑誌、テレビに頻繁

に登場するようになった。後述するように定義及

びその射程範囲については議論があるところであ

るが、一般的には、Ｌ＝レズビアン（女性同性愛

者）、Ｇ＝ゲイ（男性同性愛者）、Ｂ＝バイセクシュ

アル（両性愛者）、Ｔ＝トランスジェンダー（生ま

れたときに法律的又は社会的に割り当てられた性

別とは異なる性別を生きる人を指す。トランス

ジェンダーは、心の性別と体の性別が一致しない

人のことを指す医学上の診断名「性同一性障害」

よりも広い概念である）の略称と説明される。

LGBTQ⑴、LGBTs、性的少数者、セクシュアルマ

イノリティ、LGBTI⑵、SOGI等様々な概念・用

語が用いられる。

　文京区では、条例上、性的指向・性的自認（SOGI）

との用語を使用して、LGBTや性的少数者等の用

語は使用せず、定義もしていない。そして、性的

指向や性的自認に関する差別的取扱いを禁止する

との規定を設ける形にしている。具体的には、文

京区男女平等参画推進条例第７条（禁止事項等）

１項は、「何人も、配偶者からの暴力等、セクシュ

アル・ハラスメント、性別に起因する差別的な取

扱い（性的指向又は性的自認に起因する差別的な

取扱いを含む。）その他の性別に起因する人権侵

害を行ってはならない。」と規定している。

　その理由は、定義をすることで、逆に定義付け

られない類型が生まれ、分断が生じたり、その定

義から漏れる人が極力出ないよう配慮することを

目指したからである（条例内容については後述す

る）。

特集
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多様性を尊重する社会実現への自治体条例施策の比較

　ただし、本論稿では、LGBTという用語が広く

使われてきている実情を踏まえて、あえて用語・

定義論争を棚上げし、性的指向・性的自認に関す

る生き辛さや現実の困難を抱えている人を含めた

広義の意味で「LGBT」との用語を以下便宜上使

用し、論じていく。

２　本論稿の意義及び射程

　LGBTに対する学校や就労上の差別的な事案報
告については、実は行政がアンテナをきちんと立

てていれば、当事者・支援団体から、次のような

声が様々な形で挙げられているのをキャッチでき

るはずである。

（1）‌�様々な生活場面・ライフステージでの困難事

例の報告

　例えば、「性的指向および性自認を理由とする

わたしたちが社会で直面する困難のリスト（第２

版）2015.9.2」（LGBT法連合会ホームページ⑶より）

がまとめられている。

　そこには、次のような項目〔⒜子ども・教育、

⒝就労、⒞カップル・養育・死別・相続、⒟高齢、

⒠医療、⒡公共サービス・社会保障、⒢民間サー

ビス・メディア、⒣刑事手続、⒤その他〕が挙げ

られており、本論稿においても、現状認識を共有

しておく必要があるので、以下に一部抜粋（一部

筆者まとめ）する。

　例えば、「①学級会の議題に「話し方がオカマっ

ぽくて気色悪い」等の批判を受け、教員からは「本

人も治そうと頑張っているんだから応援しよう」

と逆に人格否定のフォローを入れられた。②性別

違和を教員に相談したら「そんな風だと堅気の仕

事につけないぞ」とたしなめられた。③同級生か

ら「おまえは男らしさが足りない」と言われ、女

物の下着をはかされた上で写真を撮られるという

いじめ行為。④性的指向・性自認が原因でいじめ

を受け教師に相談したら「お前が悪い」といわれ

た。⑤学校で「男のくせに」「気持ち悪い」「ホモ」「お

かま」「レズ」などと侮蔑的な言葉を投げかけられ、

自尊感情が深く傷付けられた」。

　また、「⑥職場でレズビアンであることをカミ

ングアウトしたら「治してやる」「男を知れば変わ

れる」などと言われレイプされた。⑦性的指向・

性自認をカミングアウトすることにより、ⅰ面接

を打ち切られた。ⅱ辞職を強要された。⑧職場の

健康診断でアウティングされてしまった。⑨異性

と結婚してこそ一人前であると異性との結婚を熱

心に勧められる。⑩同性間DVで逃げたが対応し

てもらえなかった。⑪将来への不安や職場での孤

立などセクシュアリティの悩みから自死した（遺

族）。⑫（手術は受けたが）戸籍変更の厳しい要件

が充たせず法的な変更ができない状態で、戸籍性

で公的サービスが割り当てられることで苦痛を感

じている（刑事収容施設・トイレなど）」。

　あくまで一部にすぎないが、上記のような現実

に日々直面しているのが分かる。

（2）自殺を考える比率の高さ

　そして、このような困難事例は、自殺に直結す

る問題となっている。日高庸晴「子どもの“人生

を変える”先生の言葉があります。」⑷には、いく

つかのデータが掲載されている。ひとつには

「2,095人の若者男女を対象に大阪で実施された街

頭調査によれば、異性愛男性と比較してゲイ・バ

イセクシュアル男性の自殺未遂リスクは5.98倍高

い」との調査結果。第２に、LGBTの子どもたち

の実態として、自殺を考えたことがある65.9％、
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自殺未遂をしたことがある14％⑸との調査結果。

第３に、10代のゲイ・バイセクシュアル男性の自

傷行為の生涯経験割合は17％であり、首都圏男子

中高生の自傷行為7.5％と比較しても２倍以上で

あるとの調査結果。これらから、いじめ・不登校

の原因に日常的にさらされ、自傷行為、自殺に至

るハイリスク層となっていることが分かる。

　また、特別に配慮の必要な相談者のための専門

相談回線を設けている「よりそいホットライン（平

成26年度報告書）」（一般社団法人社会包摂サポー

トセンター）では、セクシュアル・マイノリティ

専門ラインを設置しており、平成26年４月から９

月までの半年間における同ラインの合計接続完了

数は4,369件となっている。そして、この電話相談

で仕事の悩みを相談する人の中には、自殺念慮が

ある割合が高いとのまとめがされている（同報告

書135頁）。

（3）事案及びデータを踏まえての自治体施策の現状

　上記の事案・データについては、筆者自身が自

治体における男女協働課長として、また子ども家

庭支援センター所長（課長）として、日ごろの相

談業務等で対応し、又は現実に見ている景色と合

致するものである。

　これらの事実報告及びデータからすれば、行政

が特別に対応する必要度は高いといわざるを得な

い。しかし、LGBTの理解やケア・支援は十分足

りているとはいえない実情がある。「声が上がっ

てこない」「趣味的な問題」「少子化の原因」「善良

な社会的風俗を害する」「気持ち悪い」などという

言葉が未だに平然と語られる。

　この現状に対して国・都道府県・基礎自治体と

いうそれぞれの行政主体は何をすべきなのか。

　文京区では平成25年にすでに条例制定をし、

LGBTの差別禁止に地道に取り組んできている。

本論稿では、文京区の取組を振り返るとともに他

の自治体の取組について、検証することとしたい。

３　文京区の施策展開
　（文京区の条例制定までの経緯・条例の特徴）

（1）文京区の条例制定までの経緯

　文京区では、平成13年当時から女性関係団体等

から男女平等条例を制定すべき旨の提言を受けて

おり、長い道のりを経て、男女平等参画推進会議

からの要望、区の基本的な考え方の提示、議会報

告、住民説明会等の経緯をたどることで、平成25

年９月27日に男女平等条例を全会派一致の下で制

定（同11月１日施行）している。

　ジェンダー施策については、イデオロギー的な

対立テーマとされてしまうことが多いため、その

ようにならないように二元性機関のもう一方であ

る議会側への事前説明を積み重ね、かつ、その後

の施策の円滑な遂行のためにも、全会一致の条例

制定を目指したものである。

　なお、自治体の男女平等条例の制定という点で

は、決して早い制定とはいえないが、条例の内容

には、以下に述べるように他自治体にはない、先

進的といわれる項目を盛り込んでいる。

（2）文京区の条例の特徴

　条例制定に際し、ひとつは、地域特性を盛り込

むこと、そして、もうひとつは、今の時代にふさ

わしい基盤（標準装備）となるべきものとするこ

と、この２つを条例内容とした。

　文京区の条例の主な特徴を挙げておく。

1�地域特性

　①前文で、文京区が「青鞜社」発祥の地である

特集
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との歴史に言及したこと、②文教の地（文の京）

であるとの地域性から特別に教育の場での男女平

等の徹底についての規定を設けていること。

2�今の時代にふさわしい基盤（標準装備）

　①まず、前提となる基盤としての法体系の確認

として、条例は憲法・法律の範囲内で制定される

ものであり、憲法13条の個人の尊重・憲法14条の

法の下の平等、そして男女共同参画社会基本法を

受け、その法律の範囲内における条例制定である

ことを明記したこと。②次に、現在の国及び国際

状況（国際標準）としての多様性尊重を踏まえて、

性的指向・性的自認に起因する差別を禁止する規

定を設けたこと（個々人の多様性の尊重と強く結

びついており「互いの違いや多様な生き方を尊重

する社会」を目指すべき旨の規定）。③さらに、東

日本大震災を教訓としての災害対応規定を設けて

いること（災害等への対応に男女双方の視点に配

慮する旨の規定を設けるとともに、その規定を基

に、具体的には文京区地域防災計画（平成24年度

修正）の避難所の開設・運営等の項目と連動させ

て具体的対策をとるようにしている）。

3その他、男女平等センターを男女平等施策の拠

点施設として条例上位置付けたこと、苦情申立制

度の規定を設けていること（それゆえ自治体が関

与するLGBT施策についての苦情を申し立てられ

ることになる）。

　これらが主な特徴といえる。

４　文京区の条例内容のうち、
　性的指向・性的自認に関する部分

　文京区の規定は、前述したように、定義から漏

れる人たちを極力生じさせないように、定義付け

をせずに、性的指向・性的自認に起因する差別を

禁止するという形で条例を制定した。

　性的指向・性的自認に関する差別禁止条項につ

いては、全国の自治体の調査をすれば、男女平等参

画推進計画（又は人権施策推進基本計画等）等に掲

載されている例は散見されるが、自治体の条例に

明記した例（性同一障害だけでなく性的自認の問

題と広く捉え直し、さらに性的指向の問題につい

てまでも明言する例）は、未だ全国的には珍しい。

　東京新聞（平成25年10月27日付）では「内閣府

や総務省の担当者の「同様の条例は把握していな

い」」とのコメントと併せて、「差別や偏見に悩む

人は実は誰の周囲にもいて、非常に身近な問題。

条例制定を機に考えて欲しい」との筆者のコメン

トを掲載している。

　また、日本経済新聞（平成25年12月30日付）は「11

月施行の東京都文京区の男女平等参画推進条例は

「性的指向などに起因する差別的な取扱いの禁止」

も規定。「多様性も認めるべきだ」（担当者）とし

て異例の明文化に踏み切った」とのコメントとと

もに紹介・報道がされている。

５　�他の自治体の性的指向・性的自認
　に関する規定の比較

（1）全国の自治体の状況

　それでは、他の自治体の例・状況はどのような

ものであろうか。前述のLGBT法連合会のホーム

ページにおける「日本における性的指向および性

自認を理由とする困難を解消する地方自治体の施

策」を基に、筆者による修正整理した状況を以下

に挙げる⑹。

ア�　性同一性障害及び「先天的に身体上の性別が

不明瞭である人その他のあらゆる人」について

規定している自治体

多様性を尊重する社会実現への自治体条例施策の比較
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　→�堺市（平成13年４月１日施行（大阪府）〔基本

理念に位置付けて規定〕）、長岡京市（平成22

年10月１日施行（京都府）〔基本理念に位置付

けて規定〕）

ア’ 性同一性障害について規定している自治体

　→�八女市（福岡県）（平成16年４月１日施行〔差

別禁止に位置付けて規定〕））

イ�　性的指向及び（性自認のうち）性同一性障害

並びに「先天的に身体上の性別が不明瞭である

こと」について規定している自治体

　→�泉南市（大阪府）（平成24年４月１日施行〔権

利侵害・人権侵害禁止に位置付けて規定〕）

ウ�　性的指向及び性的自認（性自認）双方につい

て規定している自治体

　→�文京区（平成25年11月１日施行（東京都）〔差

別禁止に位置付けて規定〕）、多摩市（平成26

年４月１日施行（東京都）〔差別禁止に位置付

けて規定〕）、台東区（平成27年１月１日施行

（東京都）〔差別禁止に位置付けて規定〕）

エ�　性的指向及び性的少数者並びにパートナー

シップ証明について規定している自治体

　→�渋谷区（東京等）（平成27年４月１日施行（パー

トナー証明については施行を同年11月５日か

ら発行開始）〔人権の尊重及びパートナー証

明として規定〕）

（2）分析・評価

ア�　自治体条例における性的指向・性的自認の規

定の流れの分析・評価

　まず、第１段階として、LGBT概念でいえば、

Ｔに関係し、条例上に、性同一性障害の規定を設

ける自治体が登場（堺市等）する。国の法律に先

駆けた条例規定といえる。ただし、この段階では、

男女二分法を基に、医学的に障害に位置付けてア

プローチする立場から出発しているといえる。こ

のことは、性分化疾患と並べて規定していること

からもそのように分析・評価できる。また、平成

15年の性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関

する法律（以下「性同一性障害特例法」という）制

定と同一の潮流と評価できる。

　次に、第２段階として、LGBT概念でいえば、

LGBに関係し、どの性を好きになるのかという性

的指向についての規定（類型）を加える自治体が

登場（泉南市）する。

　さらに、第３段階として、LGBT概念でいえば、

Ｔに関係し、性同一性障害（GID）概念を性的自

認（性自認）と捉え直した規定を設ける自治体（文

京区・多摩市等）が登場する。この第３段階にお

いては、性的自認の問題について医学的に障害と

捉える見解を乗り越え、医学的な診断を受けてい

るか、手術をしているか、戸籍を変更しているか、

かかる手続きをしているか否かにとらわれず、性

別違和を人権の問題として捉えることを根本にお

いていると分析できる（第２段階に位置付けた泉

南市もその萌芽が見られ、文京区・多摩市は明確

にその立場に立脚しているといえる）。

　第４段階として、LGBT概念でいえば、LGBに

関係し、性的指向を尊重するパートナー証明とい

う制度を加える自治体が登場（渋谷区⑺）する。性

的指向について具体的な権利保障の形・制度を模

索したアプローチといえる。この点、自治体がこ

の証明を行ったからといって当該証明受領者が、

地域で一定の婚姻の効果（相続や離婚給付の権利

など）を得られるもの（「婚姻モデル」といえよう）

ではない。むしろ、この証明は、証明書発行の前

提要件とした任意後見契約及び合意契約（にかか

る公正証書）の法的拘束力・法的効果を基盤とす

るものである。当事者が契約し、それを自らが第

特集
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三者に示すことで一定の法効果を獲得（それを促

進）するにすぎないという点では「契約モデル」

といえよう。しかし、当事者が直面する不都合を

解消し、また当事者が獲得しようと考える一定の

法効果を行政が少しでも後押しをすることを狙っ

て、契約を締結した当事者であるということを

「パートナーシップの関係である（男女の婚姻関

係と異ならない程度の実質を備える戸籍上の性別

が同一である二者間の社会生活関係をいう）（渋

谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進す

る条例２条８号）」として、その事実関係を「証明」

するという意味で、行政法的には「公証」制度を

創設したものと評価できる。

　その意味でこの証明制度は、直接のア法的経済

的メリットはないとしても、イ心理的・社会的機

能があり、さらにウ問題の可視化（LGBT施策の

うち性的指向に係る施策のひとつの視覚化。保険

の受取人指定に対する問題提起や医療における同

意確認者としての位置付けについての問題提起な

ど）という点で大きな一歩といえよう。テレビ・

新聞等を巻き込んだ形での広報・運動論としても

全国の自治体に影響を及ぼしている⑻。なお、証

明発行制度と区営住宅入居資格を連動させている

点での意義は大きい⑼。

イ�　条例上の上記規定の位置付けについての傾向

分析

　性的指向・性的自認に関する規定の位置付けに

ついては、条文上、〔基本的理念〕という項目・見

出しに規定する自治体と〔差別禁止〕〔人権侵害禁

止〕という項目・見出しに規定する自治体とに大

きく分かれる。この位置付けについては、論理必然

ではないが、人権アプローチをとる自治体からす

れば、単なる基本理念にとどまらず、差別禁止事項

に一歩踏み込んで位置付ける方が明確であろう。

６　文京区の条例を支える根拠・
　エビデンス等

　上記他の自治体の条例との比較の中でも述べ
たが、文京区では、性的指向・性的自認について

の取扱いの差別を人権の問題と捉え、条例化した

ものである。この条例規定を設けるエビデンスと

しては以下に挙げる。

（1）法体系との整合性

ア　憲法13条の保障

　まず、憲法13条が定める「幸福追求」権は、個人

の人格的生存に不可欠な利益を内容とする権利の

総体と解される（人格的利益説）。そして、人格的

生存に不可欠な重要な私的事柄について、公権力

から干渉されることなく自ら決定することができ

る権利、すなわち、自己決定権（人格的自律権）は、

同条を根拠に認められるものである⑽。そして、

自分が何ものであるのかについて認識を巡らし、

表現し、行動すること（性的自認の問題）、またど

のようなパートナーと人生を歩んでいこうとする

のか（性的指向の問題）については、自己決定権

の範囲を限定的に解したとしても、憲法上の保護

を受ける自己決定権の一内容と考えられる⑾（次

頁図参照）。

イ　憲法14条の保障

　憲法14条は、「すべて国民は、法の下に平等で

あって、人種、信条、性別、社会的身分又は門地に

より、政治的、経済的又は社会的関係において差

別されない」と規定する。前述したように性的指

向・性的自認に基づいて個人として尊重され安

全・安心な生活を営むことは憲法13条が保障する

基本的人権であり、この重要な憲法上の権利につ

いて合理的理由なく差別的取扱いをすることは

「性別」に起因する差別として憲法14条違反とな

多様性を尊重する社会実現への自治体条例施策の比較
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ると解釈されるのである⑿。そして「性別」等の後

段列挙事由は例示列挙にすぎないが、歴史的に不

合理な差別が行われてきた代表的な事項であり、

違憲か否かがより厳格に判断されるべき、原則と

して違憲を推定する又は立証責任は行政側にある

等と解されている。

　なお、LGBTに係る憲法14条違反が論点とされた

裁判例として、同性愛者の団体からの青年の家の

利用申込みを不承認とした教育委員会の処分を違

法であるとして損害賠償請求を認容した事例（損

害賠償請求控訴事件・東京高裁平成６年ネ1580

号・平成９年９月16日第４民事部判決⒀（判例タイ

ムズ986号206頁）についての知識は今では行政実務

者によって必須のもの（エビデンス）である。

ウ　性同一性障害特例法との関係

　性同一性障害特例法を憲法上どのように位置付

けるかについて、同法律が国会で成立したこと自

体が、性別違和で悩んでいる人がいることを公的

に認めていることである。そして、性別違和の悩

みについて性別変更を法律で認めることを保障し

ていること自体が、憲法13条の幸福追求権の射程

であることの明確なエビデンスといえる。憲法13

条そして当該特例法の規定で保障した性的自認に

関する権利に関する差別を予防し、及び差別への

対策を「地域」で推進していくことが自治体の住

民に対する義務と考えられるゆえんである。

（2）国際的な流れ

　日本国政府は、国連総会66か国共同声明原案共

同提出国（2008年12月18日）、国連人権理事会85か

国共同声明賛同国（2011年３月22日）、国連人権理

事会SOGI人権決議賛成投票（2011年、2014年）と

いう形で、国際社会においてLGBTの人々の権利

を保護する立場をとっている。

　この立場に基づき、かつ、かかる国際的な潮流

をきちんと受ける形で、今の時代の男女平等条例

の標準装備を行うのであれば、男女平等条例に明

記することが、国際標準そして国の姿勢と合致し

た施策を地域で行うことになる。

　実際、国際社会における潮流という点では、国

連広報センターのホームページには「国連と

LGBT」と題して、2014年４月24日付で公開され

ている国連事務総長のメッセージがある。一部引

用すると「…LGBT平等の取り組みは私たちが手

特集

条例の基本的な考え方
性的指向・性的自認の位置付け

性的指向・性的自認の問題は
人格の中核部分の問題ではないか？

タバコやお酒
などの嗜好

憲法13条
幸福追求権

人権
中核周縁
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をたずさえ、声を上げ、他者の権利を守るために

立ち上がらない限り実現しません。今がその時で

す。みんなで取り組めばLGBTの人々に対する暴

力と差別を終わらせ自由で平等な世界を築くこと

ができます」と述べ、世界に向けてLGBTの人々

の権利を守るとの姿勢を明確にしている（2013年

７月26日に、国連は、LGBTへの嫌悪の暴力と差

別に対する認識を高めるため、地球規模のキャン

ペーン“Free & Equal”を開始している）。そのほ

かにも様々なLGBTの基礎知識の修得・啓発のた

めのビデオ発信を積極的に行っている⒁。

（3）現実のいじめ・虐待の事実

　筆者は、子ども家庭支援センターの課長を兼務

しており、児童虐待・DV等の対応を行っている。

毎週新規ケースとして10数件〜20件程度の受理・

支援方針決定を行っており、継続案件も加えれば

常時600〜700件ほどのケースを抱えていることに

なる。「各ケースをどのように支援し、介入してい

くか」、そのために各々の家族関係（生育歴）や学

校等での様子を確認し、地域資源への結び付けや

多機関連携等を調整・検討していく中で、男は男

らしく、女は女らしくという規範から外れる子ど

もたちへのいじめ・虐待や、女性・妻の役割から

逸脱させないためのDV等がいかに世の中に多い

かを痛感する日々である。LGBT（の課題）を理

解しないことが虐待やいじめの原因となっている

と思われる現実の案件に対処しているのである。

　かかる現実対応として、また予防の観点からも、

LGBTの知識・理解は、個人が安心・安全に日常

生活を営むために、誰にとっても必要なものなの

である。理念の問題でなく現実の命を守る施策で

あり、エビデンスとなっている。

（4）エビデンスの重視

　上記（1）（2）（3）のようなエビデンスが条例制定

の根拠となり、かつ、制定後の具体的施策展開の根

拠となっている。強調してきたのは、①人権の問題

であること、②医療・健康（生命）に関わるという

ことである。とかくイデオロギー的な対立軸に巻

き込まれたり、家制度の存続の元凶であり、少子化

の原因であり、攻撃されることがあるが、現実に自

殺に追い込まれる子どもたち等を目の前にしてい

る筆者からすれば、上記①②の点を何度も強調し

て理解を求めてきたものであり、自治体としては

これからも求め続けていく必要があろう。

７　文京区の条例制定後の
　具体的実効化

　条例は制定して終了ではなく、制定後の具体

化・実効性の確保・継続性（研修や訓練）、PDCA

（人が変わろうとも明確な根拠（条例・制度）の下

で具体的構築と実効性担保をしていくこと）サイ

クルを回していくことが重要となる。以下、具体

的な取組について参考に挙げておく。

（1）当事者に対して

　相談窓口の設置及び周知、すなわちポスターに

LGBT相談を明記して相談場所がある旨のメッ

セージを発信している。悩んでいる人へ窓口があ

るんだという直接のメッセージを伝えることが重

要である。なお、相談による２次被害が起きない

よう相談員のLGBTに関する知識の確認や相談実

績などを再確認した後、文京区では男女平等セン

ターの窓口の再周知を区設掲示板や公共施設、

ホームページ、区報等で行ったものである。

多様性を尊重する社会実現への自治体条例施策の比較
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（2）職員への啓発体制・推進体制

ア　職員啓発カード

　窓口での心無い対応や福祉・教職員の対応の問

題点が前述の困難事例でも挙げられていた。まずは

自治体職員が基本的な知識を有し、対応ができる

（きちんとした相談場所につなぐ）よう、「LGBTっ

て何だろう？」「LGBTの人たちは生活の中でどん

なことに困っているのか」「対策」などをコンパク

トにまとめ、名札に入れられる携帯用カードを作

成し、説明会を開いた上で、職員全員に配付を行っ

た。職員全体のレベルアップに使用している（地

域の民生委員にも配付してる）。

イ　要綱制定による庁内推進体制の構築

　条例の理念（多様性の理解等）を浸透させるた

めに各職場に推進委員を少なくとも１名配置し、

職員の啓発・多様性理解推進のための庁内体制の

構築を図ることとした。各職場の委員と男女担当

課のリーダーとで説明会・連絡会を行い（平成27

年度は現時点で２回全体会を開催）、連携を密に

とって職員全体の対応力の向上を図っている。推

進委員向けの研修時には、国連広報センターの

LGBTに関するビデオ視聴（なぞなぞ：同性愛嫌

悪に対する国連からのメッセージ）、GID学会の

プロモーションビデオ視聴、NPO法人共生社会

をつくるセクシュアル・マイノリティ支援全国

ネットワーク制作の「セクシュアル・マイノリ

ティ理解のために〜子どもたちの学校生活とここ

ろを守る〜」ビデオ視聴などを行っている。

ウ�　職員・教職員研修⒂（新任・係長・教員（生活

指導主任等）対象）

　まず、新任職員及び係長昇任前職員悉
しっ

皆
かい

で、男

女平等参画推進条例について研修を行い、その中

でLGBT理解教育を行っている。研修後のアン

ケートによれば、LGBTの苦しみ等を初めて知っ

た・理解できたとの感想が多数を占める。庁内理

解者を確実に増やす機会となっている⒃。次に、

子どもが直接接する教職員向けにもLGBT理解研

修を行っている。今年度は全小・中の生活指導主

任向け１回と全幼・小・中の主幹教諭クラス対象

の人権研修の２回行った。現実の子どもや保護者

の声をまとめた「わが子の声を受け止めて─性的

マイノリティの子をもつ父母の手記」（研究代表

者：日高庸晴）を教材として具体的事案を多く挙

げることで対応のイメージを深めてもらった。教

職員にとっても気づきの多い研修だったとの感想

が挙げられた。

（3）中学生への出前講座

　従前の教職員向けの研修に加えて、直接小・中

学生にメッセージを送る機会として、学校・教育

委員会との協議の下、弁護士やジャーナリストを

講師に出前講座を実現した。人権の時間に行う学

校や、国際理解の特別授業の中で行う学校等、そ

れぞれの学校のカリキュラムに組み込んでもら

い、その授業の中で多様性を理解する内容を折り

込んでもらった。直接子どもたちにメッセージを

伝えることは継続して、かつ、あらゆる機会を通

じて行っていく必要があろう。

（4）‌�民との協働（共助）・ネットワーク（行政の持

つ様々なチャンネル）への働きかけ

ア　カラーリボンフェスタ

　パープルリボン（DV防止）、オレンジリボン（児

童虐待防止）、ピンクリボン（乳がん予防）等様々

なリボンに込められた意味がある。LGBT支援団

体についても、かかるフェスタに出店をしてもら

いレインボーフラッグ・リボンの周知・啓発を

行った。地域の身近な課題のひとつであることを

特集
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住民に認識してもらう啓発の場とするとともに、

団体同士の交流の場づくりの意味としても設定し

ているものである⒄。

イ　民間団体との後援・共催

　上記と関連するが、当事者・支援団体との連携

の下に後援や共催を積極的に行っていくこと、

様々な団体とつながっていくこと、つなげていく

ことが重要である（例えば2015年４月30日に国際

シンポジウムを支援団体である共生ネットと共

催。スウェーデン大使館後援）。行政がハブになる

ことで地域での理解の輪は広がる。

（5）‌�行政関係機関間の会議やネットワーク（様々

なチャンネルへの働きかけ）

ア　男女平等参画推進会議

　学識経験者（大学教授・弁護士）、各地域の団体

推薦委員（町会連合会、商工会議所、労働組合協

議会、小学校PTA、中学校PTA）、公募区民委員

等を構成メンバーとする条例上の附属機関あり、

この会議で支援団体によるLGBT基礎知識の習得

講座を行い、また文京区のLGBT施策の現状と展

望などを議論しており、各団体へのフィードバッ

クや地域への理解・広がりという点で影響は大で

ある。

イ　その他関係会議

　虐待防止のネットワークとして、児童福祉法が

定める要保護児童対策地域協議会（子ども部門（保

育園含む。）、福祉部門、教育部門（幼・小・中含

む。）、保健部門等及び児童相談所、警察、医師会、

弁護士、民生委員、人権擁護委員等で構成）が設置

されており、この場でも随時情報共有や知識の共

有を図っている。そのほかにも、例えば民生委員・

主任児童委員との連絡会、総合教育連絡会、ひきこ

もり等自立支援事業関係機関連絡会、自殺防止対

策連絡会等様々な関係機関・ネットワーク会議の

場でLGBT問題について議題にし、意見交換を行う

ことで地域全体の理解を確実に進めてきている。

８　おわりに
　（現在の国の動きその他と展望）

　現在LGBT対策が必要であるとの大きな流れは
できているように思う。ひとつには、「自殺総合対

策大綱〜誰も自殺に追い込まれることのない社会

の実現を目指して〜」（平成24年８月28日閣議決

定）の見直しのポイント中の自殺総合対策の基本

的考え方の中には、「生活困窮、児童虐待、性暴力

被害、ひきこもり、性的マイノリティ」というよ

うにLGBT対策が書き込まれ、各自治体の配慮が

求められている。２つ目として、法務省が職場や

学校での研修に役立ててもらおうとLGBTQのた

めの人権啓発ビデオ「あなたが あなたらしく生

きるために 性的マイノリティと人権」を制作・

公開⒅しており、啓発推進の姿勢である。３つ目

として、文部科学省が、平成27年４月30日付27文

科初児生３号「性同一性障害に係る児童生徒に対

するきめ細やかな対応の実施等について」の通知

を出し、この通知は自治体の各教育委員会からさ

らに各学校に通知が行きわたっており、具体的対

策が学校で求められている。４つ目として、内閣

府が所管する男女共同参画会議が「第４次男女協

働参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方

（答申）」（平成27年12月１日男女共同参画会議）を

示し、この答申中、第２部政策編Ⅱ「安全・安心

な暮らしの実現」、８「貧困、高齢、障害等により

困難を抱えた女性等が安心して暮らせる環境の整

備」中、エ「性的指向や性同一性障害、女性である

ことで複合的に困難な状況におかれている人々へ

多様性を尊重する社会実現への自治体条例施策の比較
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の対応」という項目でLGBT対応を求めている。

　国も各省が動いていることからも分かるよう

に、そして実際の困難事例をヒアリングすれば分

かるように、課題は複合的なのである。自治体の

現場でも、ひとつのセクションのみで課題が解決

する例は少ないのではないか。保健所、教育委員

会、男女平等セクション、人権（総務）セクション、

福祉（生活保護）や子ども支援の部署等が連携し

て一人ひとりの複合的な困難な課題を横串・横断

的に対応せざるを得ない場面は少なくない⒆。そ

れこそ公助が求められるゆえんである。

　性的指向に関しては、渋谷区・世田谷区のパー

トナーシップ制度運用開始に続き、宝塚市、那覇

市、伊賀市も検討しているとの報道がされている。

しかし、この制度で解決する事柄は実はそう多く

ない。また、性的自認に関しては、各自治体とも

相談体制の充実をもって対応をしようとしてい

る。しかし、相談窓口を設けたからといってそれ

ですべて解決するものでもない。国・都道府県・

基礎自治体それぞれができる公助としての制度設

計・取組を、また共助として社会全体が、イデオ

ロギーや好き嫌いの問題でないこと、自分でコン

トロールして矯正するという問題ではないという

ことを学習して広めていかねばならない。もう一

度、自分らしさとは（男らしさ・女らしさへの疑

念を含めて）、果たしてどういうものなのかとい

うことを、自らで問い、自分が、自分の親が、自分

の子どもがという視点から、LGBTの問題をみん

なで考える必要があろう。LGBTの問題は一人ひ

とりがみな当事者なのであり、LGBTの課題への

取組は自治体行政がどれだけ人権に誠実に向き

合っているか（真に住みやすい自治体・地域であ

るか）の試金石といえるのである⒇。

特集

⑴�　Ｑは、クエスチョニングのことであり、性的指向や性自認が
揺れ動いたり定まっていなかったりする人を指す。性的マイ
ノリティの総称として「クイアQueer」の意味もある。

⑵�　Ｉは、性分化疾患（インターセックス）のことであり、身体
の性の特徴が男女いずれかにはっきりと区別できない人のこ
とを指す。

⑶　http://lgbtetc.jp/
⑷�　平成26年度厚生労働省科学研究費補助金エイズ対策政策研
究事業研究代表者　日高庸晴。

⑸�　日本のゲイ・バイセクシュアル男性対象の調査（平成17年、
有効回答数5,731人）。

⑹�　計画や指針も含めればより多くの自治体の比較ができるが、
本論稿では、まずは、拘束力のある自治体の最高法規である条
例で位置付けを明確にした（それだけの自治体としての覚悟と
労力を費やしたといえよう）自治体の比較を行うこととした。

⑺�　渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を推進する条例
（https://www.city.shibuya.tokyo.jp/kusei/jorei/jorei/lgbt.
html）。

⑻�　世田谷区は、世田谷区パートナーシップの宣誓の取扱いに関
する要綱を定め、パートナーシップの宣誓書を区職員に提出
し、区職員が収受員を表示した宣誓書の写しを交付する（パー
トナーシップ宣誓書受領証添付）という制度運用を開始した。
公正証書等の要件はなく、渋谷区よりも安価・簡易との評価も
あるが、逆にあくまで宣誓書を受領するという形式的技巧的な
制度であり、内部規範にすぎない要綱で行うことや現時点で区
営住宅入居資格とも連動させない点、さらに、宣誓書の廃棄に
ついて双方希望を要件としている（5条）（同性間DV等の対応
等を考えると疑問が残る）点など、制度枠組全体の検証が必要
となっていくのではないかと思われる。もちろん政策の方向性
（具体的制度化）については筆者は目指すべき方向としては賛
同している。

⑼�　渋谷区条例16条では「条例の趣旨を尊重」としているが、筆
者としては民間住宅とは明確に分けて、区営住宅入居に限っ
ては、より明確な文言規定とすべきではないかと考える。

⑽　芦部信喜『憲法学Ⅱ人権総論』有斐閣、1994年、392-393頁。
⑾�　前掲芦部393頁注2「家族のあり方を個人が自律的に決定す
る権利を保障することによってはじめて民主主義の基礎であ
る社会の多元性の確保が可能となる」との記述及び同402頁
「外見・服装の自由中でも髪型の自由はアメリカ及び我が国お
いて最も争われたものであるが自己決定権の一つとして憲法
上の保護を受けると解する説が有力」との記述参照。

⑿�　国連自由権規約人権委員会が国政人権規約第2条第1段及び
同第26条のsexは性的指向を含む、との判断を示している
（1994年3月31日、オーストラリア・タスマニア州の成人間
同意に基づく性的関係を処罰する法規に対するニコラス・
ツーネン事件）ことも根拠となろう。

⒀�　判例タイムズ986号参照。利用申込者の受理拒否の違法性を
指摘し、さらに男女別宿泊原則を同性愛者にまで適用させると
結果的にその宿泊利用を一切拒否する事態を招来し、同原則が
身体障害者の利用などの際にその例外を認めていることとと
比較しても著しく不合理であること、一定の条件を付すなどし
て、より制限的でない方法により利用権の調整を図ろうとした
形跡が見られないことを指摘しており、行政が憲法14条をど
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う考えるべきかに示唆を与える。「医学、心理学の発達に伴い、
同性愛者らに対する理解の深まったことが本判決の背景にあ
ると見られる」との評釈があり、現在は一層この理解を前提に
する必要がある。なお、延長線上の議論として、同性婚を認め
ていない現行制度が憲法14条に反するとの見解が有力である。
この点、憲法14条の「性別」の解釈論としては、憲法24条論と
も関係し、憲法学説上、ア男女二分論を前提とした見解とイ男
女のグラデーションを認める緩やかな男女論とがある。現行の
民法の婚姻制度や戸籍法についての従前の解釈においては上
記アの男女二分論を前提とした解釈・運用がされてきたのは
確かである。本稿で両説の是非を詳述することは割愛するが、
現在従前の男女二分論を徹底することによる困難を抱える
LGBTの人々が現実に声を行政に挙げているという現状を直視
するとき、個々人一人ひとりの価値は平等であるということか
ら考えた場合に、そもそも、憲法14条が規定する「性別」は固
定的な男女二分論しか想定しておらずそれ以外の解釈を禁止
しているとの解釈は果たして合理的といえるのか疑問が生じ
る。実際に弁護士会への人権救済申立もなされている。いずれ
にしても行政実務者としては、より人権保障に資する解釈を念
頭に制度の再構築、解釈、運用をすべきと考える。そう考える
のが、法の下の平等を規定した憲法14条の要請と考えられる。

⒁�　http://www.unic.or.jp/activities/humanrights/discrimination/
lgbt/

　　https://www.youtube.com/watch?v=y3OvH0SEznM
⒂‌�　平成27年4月1日施行の地方教育行政の組織及び運営に関す
る法律の一部を改正する法律においても、首長と教育員会と
の連携は大きな柱となっている。

⒃�　東京23区においては、特別区新任研修における「差別と人
権を考える」の講義の中で触れることになっている。

⒄　文京区ではレインボーバッジを作成し配布を行っている。
⒅‌�　2つのドラマから構成されている。ひとつ目は、自分はダメ
人間なんだと悩むトランスジェンダーの中学生のストーリー
であり、2つ目は、企業で働きながらゲイをひた隠しに生きる
悩めるゲイ男性のストーリーとなっている。

⒆�　よりそいホットライン平成26年報告書140〜142頁に挙げ
られるヒアリング事例などは、たどっていけばLGBT差別の問
題であるが、今生きていくためには、性別適合手術の問題、セ
クハラ、うつ病、失業等様々な解決すべき様々な課題が複合的
に絡まり合っていて解決には時間と複数の関係機関の対応が
必要となってくる。

⒇�　本論稿脱稿に際し中川重徳弁護士から有益な教示をいただ
いた。この場で謝意を記したい。
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1　はじめに

　滋賀県におけるICT施策の総合的な企画及び調

整を主な任務とし、社会保障・税番号制度の推進

及び総合調整や、庁内システムの管理・運用、庁

内情報システムの最適化、情報セキュリティ対策

の実施、地域情報化施策の推進等を担当する当課

に着任してから、早くも９か月が経過した。この

間、社会保障・税番号制度を着実に導入するため

の取組をはじめ、県域内の無料Wi−Fi 整備の促

進、オープンデータの推進のための庁内の調整な

どの課題の解決に向けた取組を進めてきたところ

である。このように、ICT技術の進展の利便性を

享受するための施策を中心に取組を進め、本県行

政の効率化や実効性を高めることや、本県内の情

報化を推進していくことを主要な目標としてきた

が、平成27年６月に日本年金機構の情報流出事件

が公表されてからは、目の前の景色が一変したか

のように、ICT施策の全般的な方向性を転換せざ

るを得ない状況となった。決して情報セキュリ

ティ対策をないがしろにしていたという告白では

ない。無論、情報セキュリティ対策はICT施策全

般の最も重要な基盤となるものと認識している。

ただ、そもそもICT施策については、利便性の向

上と情報セキュリティの強化とこれらに要するコ

ストはトレードオフの関係にあり、その時々の社

会経済情勢等に則してこの３つの要素のバランス

や優先すべき順序を考えて、最も効果的な成果を

導き出せるようにしていくことが求められている

とも認識している。今般、社会保障・税番号制度

が平成27年10月から順次施行され、番号利用や情

報提供ネットワークシステムを通じた国・地方公

共団体相互間の情報連携といった本格的な運用を

目前に控えている状況に重ねて、日本年金機構の

情報流出事件をはじめとした大量の個人情報が流

出してしまった事案が続出した流れの中で、国・

地方公共団体を通じて、利便性の向上やコスト削

減という側面というよりも、情報セキュリティの

強化の側面が強く要請されることになったという

ことであると受け止めている。

　改めて９か月余という短い期間を振り返ってみ

ると、地方公共団体におけるICT施策を巡る情勢

は大きく変化したのではないかと感じている。本

稿では、本誌が地方公共団体の政策法務を中心に

取り扱うものであることを若干意識しながら、最

近のICT施策について社会保障・税番号制度や情

報セキュリティ対策を中心に、その体験を通じて

感じたことを職務上の見解にとらわれずに一個人

の私見として述べていくこととしたい。

渡邉  康之　滋賀県総合政策部情報政策課長

昨今のＩＣＴ施策を巡る
情勢について
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2　昨今のICT施策を巡る情勢について

　遅れ馳せであることは重々承知しているが、現

在の職務や実生活を通じて、ICT技術の利活用は

もはや付加価値ではないことを強く実感してい

る。上司によるミミズがはったような筆書きを

ワープロで浄書したり、大型汎用機を目の前に調

査統計の膨大なエラーチェック作業に没頭してい

たことは、旧世代の記憶としてすでに風化しつつ

ある。ICT技術を基にした各種システムやイン

ターネット等の存在は、地方公共団体の行政運営

上はもとより、我が国の社会経済活動全般におい

ても不可欠な基盤となっている。蛇足であるが、

地方公共団体において見れば、パソコン等のOA

機器の借入等の情報システムに係る契約は、従来

から地方公共団体の行政運営上において不可欠で

あるとして同条に規定されている電気、ガス、水

道及び電話等の電気通信役務の供給を受ける契約

並びに不動産を借りる契約と同等なものに至った

ことを前提にして、平成16年に地方自治法第234

条の３の長期継続契約に関する規定が改正される

とともに地方自治法施行令第167条の17が新たに

規定され、地方公共団体の条例に規定することに

より長期継続契約として複数年度にわたる契約を

締結することが可能となったことからも明らかで

はないかと考える。

　昨今、我が国は、本格的な人口減少社会の到来と

少子高齢化の進行の最中にある。そのような中に

あっても、地方公共団体の職員としては、地域の課

題はそれぞれの地域において解決していくという

ことが地方自治の原則であり、かつ、我が国の内政

の基本的な在り方ではないかということに改めて

思いを致している。すなわち、住民に最も身近な立

場にある基礎自治体としての市町村において解決

することを基本とし、その上で、都道府県はこれを

包括する広域自治体として、地方自治を実践する

市町村行政を補完し、もって区域内の地方自治を

保障する役割を担うものであると考えるが、人口

規模の増加が見込めない一方で、地方分権改革に

よる都道府県からの権限移譲の受皿となる市町村

の機能と、この市町村を補完するという機能と国

からの権限移譲の受皿となる都道府県の機能の強

化が強く求められていると考えている。

　そのような現状においては、地方公共団体にお

いても簡素かつ効率的な行政の展開を図りつつ、

住民の方々との協働・連携を図っていくことが重

要と考えられるところであり、ICT技術の利活用

は今まで以上に必要とされているのではないかと

考えている。特に、住民の方々との協働・連携に

より地域が直面する課題の解決を促すこと、すな

わち地域の課題はそれぞれの地域において解決し

ていくという住民自治の側面をより豊かなものと

していくためには、両者の協働・連携による活動

の基盤となる「情報」を地方公共団体と地域住民

の方々が共有していくことが重要であり、そのた

めには、最新のICT技術は不可欠なツールである。

地方公共団体はこのツールを有効に活用して地域

の課題の解決に率先して取り組むことが求められ

ているのではないかと感じている。

　一方、ICT技術の利活用を有効なツールと強く

認識しつつも、地方公共団体において現に情報シ

ステムを管理する立場からすると、マルウエア等

はとてつもない脅威である。先述のように、地方

公共団体にとって、人口減少社会をにらんだ行政

サービスの提供体制を整備していく上では、業務

の効率化を更に進めていくことが強く求められて

いる。そのためには、ICTの推進の利益を享受し

ていくことが求められているところであるが、そ

昨今のＩＣＴ施策を巡る情勢について
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の副作用としてのマルウエア等の脅威についても

その存在を常に意識し、これに対抗しうるあらゆ

る手段を講じていかなければならない。高度かつ

複雑化する我が国の社会経済を支える基盤として

ICT技術の進歩を受け入れてしまった以上、もは

やこの進歩の利益を受け入れ続けなければ、これ

からの社会経済は進展していくことができないの

ではないか。すなわち、ICT技術の進歩の利益を

享受するということは、その副作用ともいえるマ

ルウエア等の脅威と対峙することが前提となって

いるのであると感じている。

3　社会保障・税番号制度について

 （1）制度の目的等について

　社会保障・税番号制度は、いうまでもなく、行

政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（以下「番号利用法」という）

第１条に規定されているように、また、多少の要

約をすれば、

・�行政機関等が、個人番号を有する個人を識別す

る機能を活用し、

・�その機能によって異なる分野に属する情報を照

合して、

・�これらが同一の者に係るものであるかどうかを

確認することができるものとして整備された情

報システムを運用して、

・�効率的な情報の管理・利用、他の行政機関等と

の間における迅速な情報の接受を行うことがで

きるようにするとともに、

・�これにより、行政運営の効率化、行政分野にお

けるより公正な給付と負担の確保を図り、

・�かつ、行政機関等に対し申請・届出等を行い、又

は行政機関等から便益の提供を受ける国民が手

続の簡素化による負担の軽減、本人確認の簡易

な手段等の利便性の向上を得られるようにする、

という目的を有するものである。

　社会保障・税番号制度が成立するまでの経緯は

割愛させていただくが、直接は、所得格差が拡大

してきた状況や「消えた年金」問題等に際して、

行政による「給付と負担」に対して国民が強い不

信感・不公平感を抱くに至ったことに端を発する

ものと認識している。もちろん、番号利用法第１

条に規定されているように、社会保障・税番号制

度は行政運営の効率化や、行政機関に対する届出

等の手続の簡素化による負担の軽減等の効率性を

図るという目的もあろうが、より大きな目的とし

ては、行政による「給付と負担」についてその適

正化を図るということが位置付けられるのではな

いかと感じている。人口減少社会・少子高齢化社

会の進展に直面し、限られた資源で更に高度化し

ていく社会を支えるためには、その限られた資源

をどのように調達して、どのように配分するのか

ということを国民に納得されるかたちで進めてい

くことが求められることとなり、その資源の調達

と配分を行う役割を担う行政側の信頼を確保する

ことが不可欠である。そのためには、行政が国民

一人ひとりの所得・資産や給付の受給状況を把握

し、公平かつ公正な負担を求め、給付等のサービ

スを提供していくためのツールとして、また、こ

れからの社会基盤として、社会保障・税番号制度

があるのではないかと認識している。

　地方公共団体について言えば、地方自治法第10

条第２項では、「住民は、法律の定めるところによ

り、その属する普通地方公共団体の役務の提供を

ひとしく受ける権利を有し、その負担を分任する

義務を負う。」と規定されている。ここでは、住民

はその属する地方公共団体が提供する行政サービ



17

スを等しく享受する権利とこれに伴う税等の負担

を住民によりともに分かち合う義務があることを

規定しているものと認識しているが、番号利用法

が目的としている「行政分野におけるより公正な

給付と負担の確保」を実践していくということは、

この地方自治法にある住民と地方公共団体の基本

的な関係について改めて見つめ直すことを求めて

いるのではないかと感じている。そのような意味

において社会保障・税番号制度は、究極的には、

地方公共団体の運営に対する住民からの信頼を確

保し、もって住民自治の充実を図るものができる

ものではないかと期待をしているし、もちろん、

そのような制度となるよう、地方公共団体の一担

当者として、その運用に万全を期していかなけれ

ばならないと自覚もしているところである。

　以下、社会保障・税番号制度を引き続き円滑に

運用していく上での課題として感じているところ

をいくつか述べることとしたい。

（2）運用の課題

①　制度の周知・啓発

　�　社会保障・税番号制度の目的として感じるこ

とは先述のとおりであるが、社会保障・税番号

制度を運用する者として最も重要なことは、こ

の制度そのものが国民全般に信頼されて安定的

に運用されることであると強く感じている。そ

のためには、住民の社会保障・税番号制度の理

解が必要であり、社会保障・税番号制度が施行

された後においても、住民の方々への周知のた

めの広報は引き続き必要である。番号利用法第

４条第２項では、「国は、教育活動、広報活動そ

の他の活動を通じて、個人番号及び法人番号の

利用に関する国民の理解を深めるよう努める」

と規定されており、国が中心となって、我々地方

公共団体がこれに協力していくかたちが基本で

あると承知している。これは、制度を制定した立

場としての国に一義的な説明責任がありつつも、

地方公共団体としても、社会保障・税番号制度

に当事者として関連している以上、その運用す

る者としての説明責任を果たすことは当然に求

められているからであると認識している。

　�　実際に社会保障・税番号制度の本格的な施行

を目前に控え、様々な状況を見ると、新たな制

度を住民の方々に周知して理解を求めていくこ

との困難さと重要性を改めて強く感じていると

ころである。今後も引き続き、国や県内市町や

他の都道府県などとも連携や情報共有を図り、

工夫を講じていきながら、住民の方々への更な

る理解を深めるための取組を進めていきたい。

②　個人番号の独自利用等

　�　番号利用法では、番号利用法第９条第１項等

の規定により、個人番号については法律により

規定された用途に限定して利用することとされ

ている上で、地方公共団体にあっては、同条第

２項の規定により、社会保障・地方税・防災関

係事務であって条例で定める事務については個

人番号の利用をすることができることとされて

いるところである。

　�　法令により統一的に規定できないような事務

であって、市町村を中心とした各地方公共団体

がそれぞれの事情に基づき、任意的に条例によ

り追加する事務について個人番号を利用するこ

とができる途を開く趣旨の規定と理解してい

る。今後、社会保障・税番号制度が本格的に運

用され、実績が積み重ねられていき、地方公共

団体が個人番号を利用することにより住民の便

益が図られるような事務を模索していくことが

求められているのであると承知している。

昨今のＩＣＴ施策を巡る情勢について
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　�　ただ、番号利用法別表第一に掲げる事務に関

連して、全国の地方公共団体が共通して実施し

ているような事務、例えば、補助金・負担金の

類いの事務であるが、番号利用法別表第一に掲

げられているもので、法律の規定により交付さ

れる補助金・負担金に加えて、各省庁が補助要

綱等に基づき、いわゆる予算補助として交付し

ている補助金・交付金に関連する事務を地方公

共団体が実施しているものがあるが、このよう

な性質の事務は全国の地方公共団体に共通して

実施しているものである。後者のいわゆる予算

補助に関連する事務については、全国共通のも

のであるにもかかわらず、国の法令により特定

又は把握できない事務であるということなの

か、地方公共団体が番号利用法第９条第２項に

基づく条例に規定する必要があるとされてい

る。このように、実態として全国共通となって

いる事務であって全ての地方公共団体において

実施すべきという国の意向があるものについて

は、それぞれの地方公共団体の実情を踏まえる

という必要もなく、当該事務の性質に鑑みると、

また、全国的に社会保障・税番号制度を効率的

かつ円滑に運用していくためにも、各地方公共

団体が条例で規定するのではなく、国の法令に

おいて規定し尽くすことができるような法制上

の工夫を講じる余地を考えられないかと感じて

いる。また、同一の地方公共団体において利用

事務に関連する個人情報を他の利用事務に利用

するために接受させること、いわゆる庁内連携

についても同じことが言えるのではないかと考

えている。

　�　ただし、この課題は、国と地方公共団体との

間の法制執務又は政策についての連携の在り方

に至ることでもあり、根本的な解決を待つより

も、まずは、これまでと同様に国と地方公共団

体の間で阿吽の呼吸で連携を図って取り組むべ

き課題ということではないかとも感じている。

　�　いずれにしても、住民に対する行政サービス

を拡充していく観点から、地方公共団体が法律

で規定されたものに関連して個人番号を利用で

きる分野を新たに模索していくことは重要であ

ると認識しており、番号利用法別表第一の主務

省令の内容に関する国の関係省庁からの積極的

な情報提供を参考としながら、その検討を進め

てみたいと考えている。

4　情報セキュリティ対策について

　地方公共団体の情報ネットワークは、LGWAN

や更には政府共通ネットワークとも接続され、ま

た、住民基本台帳ネットワークシステム等のシス

テムについても国・地方公共団体において行政

サービスを提供する共通基盤として整備されてい

るところであり、我が国の国・地方公共団体間の

事務処理や連絡調整を簡素かつ効率的に行うもの

として、密接不可分なかたちで整備・運用され、

必要不可欠な基盤として確立しているところであ

る。このようなかたちで国・地方公共団体を通じ

た情報システムが整備・運用されている中で、個

人情報の漏えい等の情報セキュリティ事故を未然

に防止する又は万が一事故が発生したとしても被

害を他の機関に拡大させない対策を万全なものと

していくためには、個々の機関における情報セ

キュリティ対策を強化していくことが求められて

いる。仮に、その情報セキュリティレベルに差異

があれば、レベルが低い機関からマルウエアの感

染等により情報漏えいの被害が他の機関へと広範

に拡大していく危険性が非常に高いものである。
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　したがって、国と地方公共団体を通じて可能な

限り同一レベルでの情報セキュリティ対策を各機

関が講じることが求められており、セキュリティ

対策に関する事務は、法令等の義務付けがなくて

も、国や他の地方公共団体の動向を踏まえながら、

他の地方公共団体に見劣りのしない同等のセキュ

リティレベルを確保しなければならない性質のも

のであると認識している。

　今般、総務省の「自治体情報セキュリティ対策

の抜本的強化に向けて」等、国から地方公共団体

に対して情報セキュリティの抜本的な強化策に関

する方向性が提示されているところである。社会

保障・税番号制度の本格的な施行を控え、我が国

の社会基盤となるこの制度が国民から信頼を受け

て国・地方公共団体が運用していくために、また、

過去の情報流出事件のようなことが再び起こらな

いようにするために、国・地方公共団体が連携を

図りながら情報セキュリティ対策の強化を進めて

ことの必要性を強く感じているところである。総

務省から提示されている自治体セキュリティクラ

ウドの構築等において、具体的なシステム改修・

構築の設計や、様々な関係者との調整、必要な予

算措置等の庁内の調整等、解決すべき課題は山積

しているところであるが、社会保障・税番号制度

の安定的な運用や個人情報の保護を図っていくこ

との重要性に改めて思いを致し、必要な取組を進

めていきたいと考えている。

5　おわりに

　以上、社会保障・税番号制度と情報セキュリ

ティ対策を中心に、昨今のICT施策について、都

道府県の情報主管課に所属している立場から日々

感じていることの一端を著してみた。平成27年４

月からICT施策を担当する部署を初めて経験させ

ていただいているが、求められる専門的知識のレ

ベルの高さや、ICT技術を漫然としか受け止めて

いなかったこれまでの無知に戸惑いを感じる日々

を過ごしている。

　我が国の社会経済活動が高度化・複雑化してい

くことに併せて、地方公共団体における行政課題

も更に高度化・複雑化していくであろうし、人口

減少社会が進行していく中、地方公共団体におい

てその行政課題を解決するための資源も増加する

見込みがなかなか見出せない状況であるが、これ

からの地方公共団体の行政課題を解決していく上

では、ツールとしてのICT技術の進展を常に注視

し、柔軟に取り入れていくことが必要であると強

く感じている。例えば、現在、無料Wi−Fi の整備

の促進を担当しているところであるが、Wi−Fi

それ自体は、情報を発信する、情報を受け取る、

情報を共有するためのツールということであるの

かもしれないが、このようなICT技術の進展の産

物としての情報関係コンテンツが今後情報に関す

る社会基盤として整備されていけば、その上に新

たな施策の展開が可能になるのではないかとその

可能性を模索しているところである。そして、こ

のようなICT技術の進展を前提として今後の社会

経済活動を模索していくべきではないかと考えて

いる。そのためには、ICT技術に関わる研鑽を更

に深めていき、様々な行政課題を解決するツール、

様々な政策を構想していくツールとして活用でき

るようにしていきたいと素人ながら強く思いを致

すところである。

昨今のＩＣＴ施策を巡る情勢について
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政策法務研究グループ紹介

これまでの活動の積み重ねと、さらなる発展のために

政策法務・MIE

2015年、自治体法務合同研究会三重大会・自治体学会講演会という
2つの大きな大会を運営した政策法務・MIE。
研究会の成り立ちや、これらの大会に至るまでの経緯および大会運営の実際、
また、日常的な活動等について、現在中心的なメンバーとなって活動する著者に、
研究会との出会いや活動のこれまで、また今後の課題に触れつつ紹介いただいた。

杉谷  知也　政策法務・MIE会員（一部事務組合職員）

１　はじめに

　今、法学部出身でもない私が、政策法務と深く

関わるようになっています。関わる以前は判例す

らほとんど読んだことがなく、条例や規則という

ものは遠い存在で、苦手なものですらありました。

　1996年に就職後は、まちづくり・地域づくりと

いった分野に関心があり、地域の住民が自分たち

の地域を見つめ直し、どのようにして魅力あふれ

個性豊かな地域をつくっていくか、自治体職員に

は何が期待され、何を果たさなければいけないの

かといったことが興味の中心でした（今でも地域

づくりの活動はしています。それはまたどこかで）。

　そんな私が政策法務というものに興味を持った

のは、2000年の地方分権一括法の施行です。その

中でも地方分権の試金石といわれた介護保険法が

始まったことにより、自治体が自分たちでルール

を決めていかなくてはならなくなったことが、政

策法務を考える最初のきっかけでした。

２　政策法務・MIEとの関わり

　2002年、職員研修を担当して２年目、自治体の

色々な動きを調べるため、雑誌をぱらぱらめくっ

ていると三重県津市で第８回自治体法務合同研究

会が開催されたのを知り、こんな研究会があるん

だなぁと思い早速問い合わせ、資料をいただきに

事務局を訪問しました（当時から、気になる記事

があると、参加したり資料をお願いしたりしてい

ましたが、今考えれば随分色々な方面に迷惑をか

けていたのかもしれません）。

　当時事務局を担っていた三重県政策開発研修セ

ンター（現：職員研修センター）を訪ね、伊藤久

美子さん（政策法務・MIE代表）に「資料をくださ

い」とお願いすると、公開部分の資料をいただく

ことはできましたが、自主研究会グループ報告は

非公開であり、資料をいただくことができません

でした。「非公開部分は自主研究会に所属している

人しか渡せないのです」とのお話があったため、

その場で「じゃ入ります」といって入れていただ

いたのが私の政策法務・MIEとの出会いです。

３　政策法務・MIE

　聞くところによると、政策法務・MIEの始まり

は2000年の地方分権一括方の施行に備え、三重県

政策開発研修センターで九州大学の木佐茂男氏

（当時：北海道大学教授）に「政策法務研修」の相

談をしたところ、政策法務を理解するためにとす

すめられた自治体合同法務研究会横浜大会への参
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加により、全国から集まる自治体職員等が地方自

治体が抱える政策課題を熱心に議論・意見交換す

る姿に触れ、三重県でもそういった熱意ある職員

を育成する必要を感じ、県職員だけでなく市町村

職員の有志が参加する研究会として、顧問に関西

学院大学大学院司法研究科教授の曽和俊文氏（当

時：三重大学人文学部教授）を迎えて1999年に設

立したグループだということです。設立後、熱心

な研究会を重ね、2002年の第８回自治体法務合同

研究会を行うまでとなったようです。

４　政策法務・MIEの活動と停滞

　入会後、何度か研究会に参加させていただきま

したが、中心会員の異動や業務量の増大、地方分

権に対する自治体の熱気が冷めていくなどによ

り、研究会活動に十分取り組むことができなくな

る時期が続くことになります。

　この時期、何名かの会員により小さな研究会を

開催して研鑽
さん

を積んでいました。この時期の研究

会の活動が、私にとって政策法務の勉強にとても

有意義でした。

　研究会への参加が少人数のため、発表や質問を

行う機会に恵まれ、県や市町村の法務担当者とた

くさん意見交換することができ、よく分かってい

なかった法令のポイントや判例の読み解き方、法

務の研究の仕方など様々なことを学ぶことができ

ました。私の政策法務への理解も当初よりは深め

ることができたのもこの時期だと思っています

（メンバーからするとま「だまだひよっこだよ」と

怒られそうですが…笑）。

５　現在の活動について

　ところで、少人数での研究会も楽しかったので

すが、もう少し参加する人数を増やしていく必要

があるのではと考え、これまでの会員がそれぞれ

の課題や検討事項を発表する研究会という方法に

加え、講演会形式の研究会も開催し、より多くの

人が参加しやすい方法を取り入れ、少しでも政策

法務の活動を広げていこうと2013年から会の運営

方法を見直しました。

　研究会ですので、会員の研究発表を中心としな

がらも、そのほかに会員の持つネットワークを積

極的に活用させていただいて会員外からも講師を

お願いし、法令等最新情報の勉強、政策法務に関

する話題提供、また研究者の方々にコメンテータ

となっていただき、会員の発表する研究に対する

コメントをお願いすることで能力向上を図るとと

もに、新たな参加者の確保と政策法務・MIEの

ネットワークづくりを形成してきました。

　その結果、2013年度は９回、2014年度は10回、

2015年度は７回（執筆時点）の開催を数え、月１

回程度の定期的な研究会を開催することができる

こととなり、若手職員や、活動を理解し、一緒に

学ぼうとする新たな会員を少しずつ増やすことが

でき、現在80名ほどの参加をいただいています。

　研究会では、参加者に主体性を持っていただく

ため、小額ですが各研究会ごとに300円を負担する

こととしています。また研究者の方々には、謝礼等

なくご協力をお願いしています。毎回の勉強会は、

10名から20名ほどで、自治体職員・研究者等であれ

ば法務担当者以外の方でも気軽に参加でき、異な

る立場からも率直な意見をいただけるよう、自由

で闊
かっ

達な雰囲気づくりを大切にしています。

　そして、2015年は通常の研究会に加え、これま

での活動を踏まえ２つの大きな大会を運営するこ

ととなります。

６　第21回自治体法務合同研究会

　「政策法務の原点を三重で考える！　〜課題解

決と政策法務〜」を開催テーマに第21回自治体法

務合同研究会三重大会を開催し、140名程の参加

をいただきました。大会は基調講演として顧問の

政策法務研究グループ紹介
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曽和俊文氏から「政策法務の原点─津市水道水源

保護条例誕生秘話」を、その後トークセッション

として、園田香次氏（豊島区都市整備部建築住宅

担当部長）から「豊島区マンション管理推進条例」

について、青山竜治氏（京都市行財政局総務部法

制課法規係長）から「京都市空き家の活用、適正管

理等に関する条例」を、長谷川裕氏（三重県労働委

員会事務局調整審査課主査）からは「三重県環境

基本条例の一部改正」をご報告いただきました。

　基調講演、トークセッションを通じて、政策法務

の原点ともいうべき取組と、現在行われている政

策法務の取組、双方を見ていくことで、地域課題に

対する自治体職員の想いや工夫、課題解決のため

の新しい流れ・政策法務の手法を、会場との意見

交換を実施しながら参加者全員で討論しました。

　大会終了後には、エクスカーションとしてご遷

宮により新しくなった伊勢神宮をご案内し、三重

の伝統と文化を体験いただくプログラムを準備

し、参加者の方から好評をいただきました。

　全国大会の開催は、毎年各地の自主研究会が主

催となり開催しているのですが、活動が縮小して

いる中では引き受けることが難しい状態でした。

しかし、政策法務の積極的な活動を続けていくた

めに、ひとつの大きな目標を持つのがよいと考え、

各地の研究会の方にお話をし、近年の活動実績を

基にもう一度三重県で開催をさせていただきたい

とお願いをし、実現したものです。

　企画・運営は実行委員会方式で行いました。代表

の伊藤久美子さん、長谷川裕さんが中心となりなが

らも委員会メンバーは近年、活動を理解して参加し

た会員と若手会員が中心となった組織で、今後の政

策法務・MIEの企画・運営を担う中心会員となっ

ていただく期待も込め、自治体合同法務研究会初参

加のメンバーにも参加していただきました。

７　自治体学会講演会

　11月には自治体学会、東海自治体学会、三重自
治体学会と共催して「まちづくりの新しい風エリ

アマネジメントを考える」と題し、三重県伊勢市

において自治体学会講演会を開催しました。

　講演会では、駒澤大学法学部教授の内海麻利氏

から「地域をマネジメントする新しい風〜エリア

マネジメントと地方自治〜」と題し、住民、事業主、

地権者等の方々が主体的に地域の維持管理や運営

の方法として注目されるエリアマネジメントの実

践についてご講演いただきました。

　また長年、地元の伊勢市河崎で活動され、「伊勢

河崎商人館」や「河崎川の駅」を拠点に、勢田川の

活用、空家・空蔵の再生活用、歴史文化の調査・

提示など、行政等との協働によるまちづくりを進

めているNPO法人伊勢河崎まちづくり衆の高橋

徹氏から取組についてご報告いただきました。

　開催については自治体学会の会員を兼ねている

中心メンバーが多く、三重県で講演会を開催した

いという希望があり開催を引き受けることとなり

ました。また、地元開催ということもあり政策法

務・MIEのメンバーが中心となり、講演会の企

画・準備等を担当させていただきました。

　開催場所について、国指定重要文化財である「賓

日館」を会場とし、参加の方々に伊勢が誇る文化

的な雰囲気も併せて感じていただければと考えま

した（賓日館ではイコモスの国際会議も開催され

パネルディスカッションでの熱心な議論
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ています）。

　講演会は代表が所用で参加できず代わって若手

職員の小塩優也さん（三重県職員）に、講師等と

の連絡、講演会挨拶などを担っていただきました。

また当日の運営にも若手職員の方にたくさん参加

いただき、他の共催メンバーから活動について高

い評価をいただいたように感じています。

　私はこの講演会では会場関係の手配、メンバー

の役割分担、講演会の進行、また意見交換の司会

という大役をいただき、参加者の方々の前に立つ

ことになりました。参加の皆さんに助けられなが

ら、何とか司会の役割を果たすことができました

が、十分なことができたのかと反省も多い講演会

ともなりました。

　２つの大会を通じて、若手職員の方にもたくさ

ん参加していただきましたが、私の入庁当時と比

べるのは失礼なのですが、本当に能力が高い方が

多く、逆にたくさんの刺激をいただきました。若

手職員の方々にはもっと役割分担を明確にして、

運営責任の分担をお願いしたり、周りの方々を巻

き込む活動をお願いする方がよかったのではない

かと思っています。

８　今後の活動

　現在、政策法務・MIEでは三重県内の自治体職

員だけでなく、東海地域の自治体職員等の方々も

巻き込んでいます。そのため、津市での活動が中

心ですが年２回ほど愛知県内（名古屋駅周辺）で

も研究会を開催しています。

　活動は、法学の基本ができていない私にとって、

これでよいのかと悩みながら行ってきました。特

に市町村職員であれば、法律・条例の勉強だけで

なく、そこに住む人たちがなぜ困っているのか、ど

ういう地域をつくりたいかを考え政策に生かして

いくためにも、様々な地域づくりや地域特性等を

学ぶことも必要だと考えるのですが、そういった

テーマでは、研究会が何を行っているか分からな

くなると指摘され、企画を断念しています。また、

私の興味のある分野が、近年は議会のため、企画す

るテーマに偏りがあるという指摘もあり、もっと

企画を幅広くしていかないとと考えています。

　政策法務・MIEを、学びたいという意欲だけで

なく、それぞれの地域で課題を解決し、政策を実

現していくために一緒に考え取り組んでいこうと

する自治体職員の方々に少しでもお役にたつ研究

会に近づけることができればと思っています。

　今後も一会員として政策法務・MIEの活動を支

えながら、多くの方とつながりを持ち、ともに学

んでいければと考えています。

政策法務・MIE
HP：http://seisakuhomu-mie2015.jimdo.com/

政策法務研究グループ紹介

国指定重要文化財「賓日館」にて

普段の勉強会の様子─みんなで楽しく！
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政策法務能力の向上に役立つ書籍を厳選紹介

独立行政法人制度の解説　第３版

独立行政法人制度研究会 編
第一法規（2015年6月）

3,996円（税込）、ISBN：978-4-474-03516-4

　独立行政法人制度は、橋本行革
の流れの中で、いわゆる「日本版
エージェンシー」を企図して創設
されたものであり、平成13年４月
にスタートして以降、特殊法人改
革等の議論の中でも、業務の質の
向上や効率性、業務の透明性の確

保等を図る観点から、大きくクローズアップされた。
　その後、平成18年に独立行政法人改革に関する議論が
本格化したところ、その後の政権交代を経て、平成25年
に決定された「独立行政法人改革等に関する基本的な方
針」（平成25年12月24日閣議決定）に基づき、①業務の特
性に応じた法人の分類、②主務大臣よる効率的かつ実行
性の高い目標・評価の仕組みの導入、③ガバナンスの強
化、を柱とする独立行政法人通則法の抜本改正が約15年
ぶりに行われ、平成27年４月に新制度が施行された。
　本著では、平成27年の抜本改正に対応し、独立行政
法人制度を定める独立行政法人通則法を逐条形式で解
説されているほか、参照された他の法人法制の条文等
が併記され、その異同を理解することも容易に可能だ。
　また、条文に規定された内容に関連してコラムや国
会会議録が掲載されており、制度の背景事情やその理
解を深めることができる。
　さらに、個々の法人を規定する個別法の基本理念の
解説、これまでの独立行政法人制度に係る議論・検討
の経緯、独立行政法人制度の運用に係る各種通知等も
掲載されており、独立行政法人制度の運用面にまで至
る網羅的な記述で、実務書として大変有益である。
　独立行政法人制度は、行政府（政府）の関係法人と
しては最も数が多く（平成28年４月に87法人となる見
込み）、国立大学法人等においても独立行政法人通則
法の一部の規定が準用されるなど、我が国の公的な法
人の基盤としての制度となっている。そのため、こう
した公的な法人の機能・役割を考える上でも、独立行
政法人制度を理解することは大変重要であり、独立行
政法人の関係者はもちろんのこと、広く公的な法人と
関係のある人間にとっても、公的な法人がどうあるべ
きかを考える上で、本著は必読の一冊である。

（総務省情報流通行政局放送政策課・
前内閣官房行政改革推進本部事務局／林�大輔）

環境法（有斐閣ストゥディア）

北村喜宣 著
有斐閣（2015年9月）

1,944円（税込）、ISBN：978-4-641-15019-5

　「この前まで、高校生だったあ
なたたち」を読者として想定した
環境法の教科書が出版された。そ
れが、本書である。大学向け教科
書というと、それだけで小難しそ
うだと敬遠されるかもしれない。
しかし著者は、あの北村喜宣氏（上

智大学教授）である。自ら足を運んだ有名事件の現場
の写真、テレビドラマやマンガをネタにした説明が随
所に見られる。
　著者は「環境法の超

4

入門書」とするが、環境法から
始める法律学入門書ともいえる。対象が大学の１〜２
年生ということから、高校の教科書も引用され、民事・
刑事・行政事件訴訟といった一般的な法制度の解説も
なされている。故意は「わざと」、過失は「うっかりと」
と丁寧に説明される。また、「（付番・下線筆者）」とい
う記載が、条文や判決文の引用箇所で頻繁に見られる。
著者による下線箇所の解説を通じて、要件やエッセンス
を抽出する作業を読者は行うことになり、条文や判決
文の読み方のトレーニングも積める。さらに、「→○頁」
という参照すべきページを指示する記載も非常に多
い。既出事項や、後述される内容、また「スソ切り」等
の重要用語についても、そのつど参照すべき箇所がピ
ンポイントで示される。
　本書の効用は大学生だけが得るわけではない。工夫
に満ちた法律学全体にわたる記述は、例えば「自治検」
の非常に有用なサブ参考書となる。個別環境法規を扱
う５つの章にある、法制度の不備と求められる法政策
を扱う「○○法のあと一歩」という節での記載や、法
を演劇の台本に例える視点は、まさに自治体政策法務
論の内容そのものでもある。各地の自主勉強会で取り
上げるにふさわしい。教科書としての性格上、勉強会
で別の文献を扱う際や法務研修の場面での補助文献等
として使用するにも便利であろう。
　ただ、主たる対象読者の関係で、通達を覚せい剤に
例えた、「シャブ中患者の禁断症状」といったような表
現が見られないのが個人的にはやや残念である。こう
した記述は、著者の別著で楽しむことにしたい。

（名城大学法学部准教授／北見�宏介）
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　2016年最初の号をお届けいたします。
　昨年の秋ごろ、同性カップルの権利に関する自治体の動きが大きく報道されているのを目にしました。
先進的な動きだけでなく、一人ひとりが生き方を互いに認め合える社会であることは当然のことであり、
今どこに課題があるのか、自治体は何が行えるのか、ご一考いただければ幸いです。
　今年は、マイナンバー制度運用の初年度です。昨年末には発送作業等、慌ただしく業務に携わられてい
た方も多かったことと存じます。県で実際に制度の推進や情報セキュリティ対策に取り組まれているご
担当者のお話は、共感されたり、業務のヒントを得たりできるのではないでしょうか。
　また、「リオ五輪」、国内では「伊勢志摩サミット」といった国際的に大きなイベントも予定されています。
年初より緊張感が漂う国際情勢ですが、本年が平和に向かう1年となることを祈念いたします。（ゆ）
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